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エビデンスに基づく政策（EBPM）形成の推進にはデータ基盤や多様な主体の連携による事例の蓄積

が必要である。そこで第３期スポーツ基本計画に沿って国・自治体・個人レベルで根拠を提示した。国

レベルではスタジアム整備のロジックモデルと社会的投資収益率による評価を、自治体レベルでは日

本老年学的評価研究データによるスポーツ振興の「見える化」とワークショップを通じた自治体支援

を行った。個人レベルではランダム化比較研究でスマートフォンアプリ等の効果を検証し、質の高い

エビデンスを創出した。 
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1. はじめに 

2021 年の東京 2020 オリンピック・パラリンピッ

ク競技大会を経て、我が国のスポーツ政策は「第 3 期

スポーツ基本計画」（2022~26 年度）へと移行した。

本計画は、スポーツの「楽しさ」「喜び」といった本

質的な価値を再確認しつつ、それを基盤として、①国

民のスポーツ参画の拡大、②スポーツを通じた社会・

経済の活性化（健康まちづくり、共生社会の実現）を

目指すものである 1)。また、同計画ではこれらを実現

するために「今後 5 年間に総合的かつ計画的に取り

組む 12 の施策」が提示されており、本プロジェクト

はこれらの施策方針を念頭に置いて研究開発を推進

してきた。 
この政策推進にあたり、本研究開発プロジェクト

の公募要項では、スポーツ政策分野の 2 つの大きな

課題が指摘された。 
第一に、多様なステークホルダーの連携の難しさ

である。スポーツ政策は、その性質上、「地方自治体

やスポーツ団体、プロスポーツ、民間企業等といった

様々なステークホルダーとの連携が不可欠」な領域

である。しかし、現実には各主体の目的やリソースが

異なり、効果的な連携が築けているとは言い難い。

「多様な立場の力をより多く引き出すこと」が求め

られる。 
第二に、客観的根拠に基づく政策形成（EBPM: 

Evidence-Based Policy Making）のためのデータ基

盤の欠如である。「政策効果についてのエビデンスが 
示されることがますます重要となっている」現代に

おいて、スポーツ政策分野は、他分野と比較しても

「科学的な手法に基づいた実践的な評価研究の蓄積

が十分とは言いがたい」という現状がある。その結果、

データ不足により施策の有効性が客観的に検証され

ず、予算が必ずしも効果的な事業に最適配分されて

いるとは限らない。スポーツ庁が第 3 期計画のロジ

ックモデル 1を提示しているものの、多様なステーク

ホルダーが関与する複雑な政策の社会的インパクト

や因果関係を測定・評価し、具体的な評価モデルや評

価手法の構築がと評価事例の蓄積が喫緊の課題とな

っている。 

2．構想に至る経緯 

本研究は、これらの 2 つの中心的な課題を解決す

るため、以下の 3 つの背景に基づき構想された。す

わなち、(1) 環境への介入によるゼロ次予防、(2) 市
町村単位のデータ基盤と「見える化」、(3) 実装のた

めの産官学民連携である。これらの要素を統合しつ

つ、スポーツ政策の立案・実行に資するエビデンスと

仕組みを提供することを企図した。 

(1) 環境への介入によるゼロ次予防 

健康増進の方策として、個人への健康指導などを

通じた生活習慣の改善だけに依存するアプローチの

限界が明らかになり、その背景にある社会経済的・環

境的要因にアプローチする「ゼロ次予防 2」が重要で

あることが分かってきた 2)。これは日本の健康政策で

ある「健康日本 21（第三次）」でも中核的な理念とな

っている 3)。身体活動を増やすための WHO アクシ

ョンプランでも、個人の意識変容だけでなく、アクテ

ィブな社会・環境システムをつくることが目標に掲

げられている 4)。つまり、個人の努力に期待するので

はなく、誰もが自然と体を動かしたくなる環境づく

りへの政策の軸足を移す必要性が認識されてきた。 
多くの研究から、社会的なつながりを通じて得ら

れる資源であるソーシャル・キャピタル 3（社会関係

資本）5)や人工的につくられた建造環境（公園・歩道

や商業施設など）6)などの環境要因が高齢者の健康増

進に寄与する可能性が示されてきた。第 3 期スポー

ツ基本計画の「⑥スポーツの成長産業化」におけるス

タジアム・アリーナ整備の着実な推進や、「⑩スポー

ツ推進のためのハード、ソフト、人材」における地域

スポーツ施設の有効活用の促進といった施策方針に

則り、施設整備を通じてスポーツ実施率向上を図る

という環境への介入というゼロ次予防策の効果検証

を構想した。 

 (2) 市町村単位のデータ基盤と「見える化」  

私たちの研究基盤である JAGES（日本老年学的評

価研究）は、20 年以上にわたり全国延べ 200 以上の

市町村と共同し介護予防・日常生活圏域ニーズ調査
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を 3 年に 1 回の頻度で実施してきた 7)。厚生労働省

が示す共通の調査票を用い、複数の自治体のデータ

を収集・結合して構築された、学術的にも政策的にも

質の高いデータベースである。このデータベースを

通じて、市町村や厚生労働省などの介護予防の政策

づくりに貢献してきた 8)。例えば、高齢者のスポーツ

の会参加割合には市町村間や市町村内で約 2〜4 倍

もの格差が存在することを「見える化」することが可

能である（図 1）。また、図 2 のように、スポーツ実

施率に関連する要因を探索し、その中から介入可能

な要因を特定できれば、効果的な支援策の検討が可

能となる。このような基礎的データは、自治体が地域

の実情に応じたスポーツ施策を検討する上で不可欠

な情報であるが、スポーツ政策分野において、そのよ

うなデータ基盤は日本に存在していない。第 3 期ス

ポーツ基本計画の「⑤スポーツによる健康増進」では、

健康増進に資するスポーツに関する研究の充実と調

査研究成果の利用促進が掲げられている。この方針

に沿って、JAGES の蓄積とノウハウをスポーツ政策

分野に応用し、EBPM 推進のための新たなデータ基

盤の構築と活用事例をつくることを構想した。 

(3) 実装のための産官学民連携  

JAGES では、データベースを活用した研究を行う

だけでなく、自治体と共同して住民主体の通いの場

づくりに取り組み、その効果評価に取り組んできた

実績がある。また、行政と民間の事業連携の方策の 1
つである成果連動型民間委託契約 4（PFS: Pay For 
Success）において、第三者評価機関という役割を担

う一般社団法人 日本老年学的評価研究機構を設立

し産官学民連携にも取り組んできた。より良いスポ

ーツ振興策を立案し実行していくためには、行政

（官）・住民（民）・民間企業（産）・研究者（学）の

連携は不可欠である。中でも「学」の役割は、理論を

提示することにとどまらず、この「産官学民」連携に

よる取り組みの効果を客観的に評価し、その結果を

政策へフィードバックすることで、PDCA（Plan-Do-
Check-Action）サイクルを回すことにあると位置づ

けた。すなわち、研究者が外部から一方的に評価する

のではなく、現場の実践者（自治体職員や事業者）と

共に課題解決に取り組み、そのプロセスを通じて理

論と実践を循環させるアクションリサーチ 5 を重視

した。第 3 期スポーツ基本計画の「②スポーツ界に

おける DX の推進」において、先進技術やデジタル

技術を活用した取り組みが求められていることを踏

まえ、アプリの開発企業、検証フィールドを提供する

自治体や民間団体、アプリの試用モニターとなる市

民と研究者との連携を通じて、アプリ等の効果検証

をすることを構想した。 

3. プロジェクトの目標 

本研究開発プロジェクトでは、「国」「自治体」「個

人」という 3 つの異なるレベルそれぞれにおける取

り組みの有用性を示す科学的エビデンスを創出する

ことを通じて、スポーツ振興には「国」「自治体」「個

人」という 3 つのレベルにおける重層的な取り組

みが必要であることを明らかにすることを目指す

図 1. 前期高齢者のスポーツの会参加割合の市町村間格差 

図 2. スポーツの会参加者割合と公園・歩道の関連性を示した散布図 
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こととした。（図 3）。 
 
 
 
第一に、国レベルでは、スポーツ振興の基盤となる

公園・スタジアム等の施設整備に着目し、地域住民の

健康やウェルビーイングに寄与するのかを検証する

こと、そして、それがもたらす多様な社会的インパク

トの客観的に評価するための評価手法の構築に取り

組んだ（実施項目 A）。 
第二に、自治体レベルでは、政策実行の主体である

市町村に着目し、市町村間比較や市町村内小地域比

較が可能なデータ基盤を構築することを目標とした。

これにより、各自治体が自地域のスポーツ実施状況

やそれに関連する要因などを客観的に把握し、他地

域と比較することを可能にする「見える化」システム

を開発することを目指した（実施項目 B）。 
第三に、個人レベルでは、情報環境の変化に着目し、

スマートフォンアプリ等の「デジタル技術（DX）」が

個人の健康行動やウェルビーイングの向上に寄与す

るかを検証した。因果関係の厳密な検証手法である

ラ ン ダ ム 化 比 較 試 験 6 （ RCT: Randomized 
Controlled Trial）を用いることで、質の高いエビデ

ンスの創出を目指した（実施項目 C）。 

4. 方法と成果の概要 

本研究開発は、上記 3 つのプロジェクト目標に基

づき推進した。プロジェクトの遂行過程においては、

当初計画の実施が困難となる事態にも直面したが、

政策現場から寄せられる新たなニーズと積極的に連

携し、計画をより実践的なものへと発展させる「共進

化」を軸に据えてきた。この柔軟なアプローチにより、

計画変更をより発展的な成果へと結びつけることが

できた。 

(1) 実施項目 A：スタジアムの効果評価 

スタジアム等の施設整備の効果検証手法の構築に

取り組んだ。当初計画では、スタジアムに関するベー

スライン調査を既に実施していた 2 市の追跡調査を

予定していた。しかし、自治体担当者の異動や組織体

制の変更といった要因により、調査協力が得られず、

この調査は断念せざるを得なかった。そのため、①と

②既存データを活用した「みる」スポーツの効果検証

という 2 つの新たな研究計画に変更・追加すること

とした 

①準実験的な評価研究デザイン 7 

大阪府河内長野市から女子サッカーチームの新ス

図 3. 研究開発プロジェクトの全体像（国・自治体・個人レベルの重層的アプローチ）  
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の新たなニーズに応えるため、施設整備がもたらす

社会的インパクト評価に準実験的な評価研究デザイ

ンに取り組むこととした。まず、スタジアム建設が地

域住民にどのようなインパクトをもたらすのか、そ

の論理的な因果関係を図示したロジックモデルを、

市の担当者と連携しながら共同で作成した。さらに、

このロジックモデルに基づき、スタジアム完成前の

地域住民のスポーツ活動状況や地域への愛着などを

測定するベースライン調査票を設計した。2024 年 12
月に 2,400人に調査票配布し 723人から回答を得た。

スタジアムが完成する 2026 年 12 月以降に追跡調査

をすることで、スタジアム建設による観戦者の割合

や観戦者と非観戦者のスタジアム建設前後の健康度

の変化を比較する準実験デザインによる評価研究を

デザインできた。なお、本評価研究は同市からの依頼

に基づくが、調査費用は本研究開発プロジェクトの

研究費から支出しており、研究デザイン・分析・結果

の解釈は研究チームが独立して行っている。 

②既存データを活用した「みる」スポーツの効果検証 

JAGES の縦断データを用いて、高齢者のスポーツ

観戦と幸福感の関連を検証した 9)。その結果、年に数

回現地でスポーツを観戦する高齢者は、観戦しない

高齢者と比較して、幸福な人が 1.07 倍多いことが明

らかになった。同様の結果は、年に数回スタジアム・

アリーナでプロスポーツを観戦する場合にも観察さ

れた。 

(2) 実施項目 B：市町村レベルの EBPM推進 

市町村単位でのスポーツ振興の「見える化」を行う

データ基盤構築とEBPM支援のシステム開発を目指

した。当初は、スポーツ庁が提示した全世代対象のア

ンケート調査票を 50 以上の自治体から収集し、デー

タベースを構築する計画であった。しかし、実際には

当該調査票が自治体現場で十分に活用されていない

ことが判明し、このアプローチでの全年齢層のデー

タ収集は困難と判断した。また、スポーツ庁や他のチ

ャネルを通じて地方スポーツ推進計画の策定のため

に行われる調査データの収集にも取り組んだが、市

町村間比較が可能な形で十分なデータを収集するこ

とができなかった。 
この状況を踏まえて、2 つの代替策に取り組んだ。

第一に、既存の JAGES データの活用である。 
分析対象者が 65 歳以上の高齢者に限定されるも

のの、延べ 100 市町村以上が参加している JAGES
データを活用し、高齢者のスポーツ参加（「する」「み

る」「ささえる（スポーツボランティア全般）」）の状

況や、公園・歩道といった建造環境との関連などを市

町村単位で「見える化」し、まずは高齢者に対するス

ポーツ推進政策の資料を作成した。スポーツ推進が

介護予防に資することを示す資料も作成し、それを

介護保険担当職員に提供することを通じて、スポー

ツ推進担当部局との連携が、介護予防の推進にもな

ることを市町村の介護予防担当者との共同研究会で

示し、後述するワークショップにスポーツ振興部局

と共に参加することを呼びかけた。 
さらに、「見える化」することの有用性を示すこと

を目的に、この JAGES データを用いた「見える化」

から抽出した「好事例自治体（スポーツ実施率等が高

い自治体）」へのヒアリング調査を実施した。その結

果、実施率の高い地域では、アクセスしやすい物理的

環境に加え、住民の社会参加や社会的交流を促す社

会環境の整備が促進要因であることが示唆された。

一方で、多くの自治体に共通するスポーツ振興の課

題として、「スポーツ担当部局と介護予防担当部局の

連携不足」という行政の縦割りの構造的問題が明ら

かになった。 
この現場の課題に基づき、「見える化」システムの

開発から、多部署連携を促進するアクションリサー

チへと展開した。具体的には、スポーツ担当と介護予

防担当の職員が同時に参加するワークショップを企

画・実施し、JAGES データやスポーツ庁の補助金情

報を提供し申請の支援をするなど、自治体内部の「共

進化」を促す実践を試みた。 
また、このプロセスで、スポーツの「みる」「ささ

える」側面に関するエビデンスが著しく不足してい

ることが判明し、上述したような JAGES データを

活用した「みる」「ささえる」スポーツが健康にもた

らす影響についての新たなエビデンス創出にも取り

組んだ。 
第二に、新たなデータ基盤の構築である。スポーツ
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庁との継続的な協議の中で、若年層を含む全世代の

縦断データ（同一人物を継続的に追跡するデータ）へ

の強いニーズがあることが改めて確認された。この

新たな政策ニーズに応えるため、2 つの試みを行っ

た。1 つは、市町村の健康増進計画策定に向けた調査

データを収集する試みである。JAGES に参加する数

十自治体に呼びかけたが実際にデータを得られたの

は 3 自治体に留まった。もう一つ、1 万人規模の「全

世代型オンラインコホート」の構築にも着手した。

2025 年 1 月に 16,000 人から回答を得た。2026 年 1
月に追跡調査を行う予定であり、今後、毎年同時期に

調査を継続していく。プロジェクト終了後も、研究者

の関心だけでなくスポーツ庁の政策ニーズに合致し

たエビデンスを継続的に創出できる体制の構築を検

討している。 

(3) 実施項目 C：デジタル技術を活用した行動変容 

個人の行動に影響を与える情報環境への介入とい

う観点から、デジタル技術（DX）を活用した個人の

行動変容・身体活動の促進に関する研究に取り組ん

だ。また、研究の推進過程で、多くの自治体から高齢

者の社会的孤立対策や健康増進策として e スポーツ

への関心とニーズが非常に高いことが判明したため、

スポーツ庁との共進化の枠組みとは独立の取組事例

の一つとして e スポーツの効果検証を計画に追加し

た。 
RCT という厳密な手法を用い、開発したスマホア

プリが利用者の社会参加頻度を統計的に有意に増加

させることを実証した 10)。また、複数の自治体と協

働したクラスターRCT8 により、e スポーツ体験が、

特に社会的つながりの少ない層（孤立しがちな高齢

者など）の「生きがい」向上と関連することを示唆す

る重要な知見を得た。 
これらの研究知見を自治体への政策提言として具

体化するため、スポーツ庁との共進化の枠組みとは

独立の取組事例の一つとして、日本 eスポーツ連合、

日本アクティビティ協会、そして実践現場である自

治体と協働し、「自治体向け eスポーツ導入の手引き」

を作成・公開した 11)。これもまた、現場の課題解決

と知見の一般化を同時に目指すアクションリサーチ

の具体的な成果である。 

5. 考察：共進化枠からみた本プロジェクトの意義 

本プロジェクトは、多様なステークホルダーの連

携の難しさと、スポーツ政策における EBPM の基盤

の脆弱さという二つの課題の解決を目指した。政策

と研究が相互に影響し合いながら進化する「共進化」

の枠組みの中で、政策現場からの新たなニーズや制

約を踏まえて計画を修正しつつ、より実践的な成果

へと展開した。以下では、各実施項目から得られた政

策的示唆と共進化の含意を整理する。 
国レベルのスタジアム効果評価では、スタジアム

が地域住民のスポーツ実施、地域愛着、健康やウェル

ビーイングに至るまで、どのような中間アウトカム

を経て社会的インパクトをもたらすのかをロジック

モデルにおいて可視化した。このようなロジックモ

デルと、その金銭的価値を社会的投資収益率 9（SROI: 
Social Return on Investment）など金銭的評価の枠

組みを組み合わせて、大型スポーツ施設の社会的価

値を体系的に捉えようとする試みの事例は限られて

いる。この評価手法は、個別事例を超えて、今後の大

型スポーツ施設整備における標準的な評価の枠組み

のひな型となりうる。国の補助制度や地方公共団体

の投資判断において、計画段階からロジックモデル

と評価指標を組み込むことの意義を示唆するものと

いえる。 
全世代型オンラインコホートの構築プロセスも、

共進化の可能性を示している。スポーツ庁では毎年

「スポーツの実施状況等に関する世論調査」が実施

され、質の高いデータが収集されているものの、個々

の住民を追跡しない横断データであり、結果も都道

府県単位での集計にとどまっている。そのため、実際

に多くの施策が企画・実施される市町村レベルでの

違いや、政策導入前後の変化を十分に捉えることが

できず、スポーツ政策の効果を精緻に評価するには、

時間的・空間的な解像度が不十分である。この課題認

識はスポーツ庁との継続的な協議を通じて政策側と

研究側で共有され、そのうえで、研究者側で立ち上げ

たオンラインコホートをスポーツ庁の政策ニーズを

反映した形に発展させることを研究者から提案し、

その具体化に向けた共進化的な検討が始まった。す

なわち、研究者主導でデータベースを一方的に整備
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するのではなく、政策ニーズに照らして共同で設計

していくことに特徴がある。検討は端緒についたば

かりであるが、今後、測定項目やフィードバックの方

法がスポーツ庁との対話を通じて更新されていけば、

政策とデータ基盤が相互に影響しながら成熟してい

く循環が期待される。このような相互関係を長期的

な枠組みに転化できるかが、今後の大きな課題であ

る。 
e スポーツに関する取り組みは、高齢者向け e スポ

ーツに関する自治体のニーズの高さを踏まえて、ス

ポーツ庁との共進化の枠組みとは独立の取組事例の

一つとして、本プロジェクトの一環として位置づけ

た背景がある。多くの自治体が「関心はあるが、具体

的な進め方が分からない」「機材やスタッフ体制に不

安がある」といった導入ハードルを抱えていること

が明らかになり、その障壁を下げるために「自治体向

け e スポーツ導入の手引き」の制作を開始した。日

本 e スポーツ連合、日本アクティビティ協会、自治

体職員、研究者が協働し、対象者の選定、会場・機材、

運営体制、評価指標などを具体的手順として整理し

たのが本手引きである。これは単に研究成果をマニ

ュアル化したものではなく、現場の実務ニーズと効

果評価によるエビデンスを往復させながら「使える

形」に翻訳した結果であり、その作成プロセス自体が、

スポーツ担当、介護・福祉担当、地域づくり担当、民

間事業者といった多職種が役割分担と協働のあり方

を具体化していく自治体や民間事業者との共進化の

実践でもあった。 
本プロジェクトにはいくつかの限界も存在し、そ

れ自体が今後の研究と政策形成における課題を示し

ている。第一に、市町村レベルの「見える化」は 65
歳以上の高齢者を対象とした JAGES データに依拠

しており、若年層や働き盛り世代を含む全世代のス

ポーツ行動を把握できていない。全世代型オンライ

ンコホートはそのギャップを埋める試みであるが、

現時点では立ち上げ段階にあり、また、個人レベルの

追跡は可能になるが、市町村レベルの粒度での「見え

る化」には依然課題がある。第二に、スタジアムの社

会的インパクト評価は、現時点ではベースライン調

査とロジックモデルの構築までであり、施設完成後

の追跡調査に基づく評価は今後の課題として残され

ている。第三に、「自治体向け e スポーツ導入の手引

き」が今後どの程度自治体に実際に活用され、e スポ

ーツ事業の具体的な支援ツールとして機能するかは

現時点では明らかではなく、その利用状況や実装効

果をフォローアップ評価によって検証していく必要

がある。 
これらの限界を踏まえつつも、本プロジェクトが

共進化枠のもとで構築したデータ基盤と評価手法、

そして産官学民連携の実践は、スポーツ政策分野に

おけるEBPMを一歩前進させる重要な足掛かりとな

った。今後は、ここで得られた知見と仕組みを継続・

拡張し、第 3 期以降のスポーツ基本計画や関連する

健康・福祉政策と連動させながら、スポーツを通じた

持続可能な社会づくりに貢献していくことが求めら

れる。 
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脚注 
1. ロジックモデル：事業が最終的な目標（インパクト）に至るまで

の論理的な道筋（If-then）を体系的に図示したもの。投入

（Input）、活動（Activity）、産出（Output）、初期・中期・長期
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成果（Outcome）で構成され、政策評価や事業設計の基礎とな

る。 
2. ゼロ次予防：疾病リスクが生じる前の段階で、社会環境や制度に

働きかけることで、リスクの発生そのものを防ぐ予防戦略。個人

の行動変容を促す一次予防の手前にある、より根本的なアプロー

チとされる。 
3. ソーシャル・キャピタル：人々の協調行動を活性化させる社会の

特性（信頼、規範、ネットワークなど）。地域の結びつきが豊か

なほど、住民の健康や治安に良い影響を与える資源として注目さ

れている。 
4. 成果連動型民間委託契約：自治体が解決したい行政課題に対し、

民間資金を活用して事業を行い、その成果に応じて自治体が対価

を支払う新しい官民連携の仕組み。 
5. アクションリサーチ：当事者と研究者が協働して実践と研究に取

り組み、現実の問題を解決するアプローチ 
6. ランダム化比較試験：対象者を無作為に介入群と対照群に分けて

効果を比較する手法。未知の要因（交絡因子）の影響を均等にで

きるため、因果関係を証明する最も信頼性の高い科学的評価手法

とされる。 
7. 準実験的な評価研究デザイン：ランダム割り付けが困難な社会実

験において、統計学的な手法（傾向スコア法や差の差分析など）

を用いて、擬似的に比較群を設定し、介入効果を推定する方法。 
8. クラスターRCT：個人単位ではなく、集団（クラスター：自治

体、学校、コミュニティセンターなど）単位でランダム割り付け

を行う RCT。地域介入など、個人の分離が難しい場合に用いら

れる。 
9. 社会的投資収益率：事業への投資額に対して、どれだけの社会的

価値（社会的インパクト）が創出されたかを貨幣価値に換算して

評価する指標。費用対効果を可視化する手法の一つ。 
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